
 

「特定技能外国人受入れに関する運用要領」の一部改正について 

 

令和８年１０月１９日 

 

 

 「特定技能外国人受入れに関する運用要領」について、下記のとおり必要な改正を行いましたので、公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当 

ページ 

（ 改 正

後） 

改正箇所 現行 改正 

１ P.13 第３章 在留資

格「特定技能」 

第２節 「特定

技能２号」 

【留意事項】 

〇１つ目 

○ ２号特定技能外国人については、通常従事する業務

が、技能実習生又は１号特定技能外国人の業務と同一

であってはならず、指導業務、管理業務、又は自らの判

断で専門的・技術的業務を行うとともに、特定産業分野

ごとに定められている対象者数以上を指導していなけ

ればなりません。なお、当該外国人と異なる事業所に出

勤している者、フルタイム勤務ではない者又は他の２

号特定技能外国人に指導を受けている者については、

当該対象者には含まれません。詳細については、２号特

定技能外国人の業務内容に関する誓約書（参考様式第

１－３２号）を御確認ください。 

○ ２号特定技能外国人については、通常従事する業務

が、技能実習生又は１号特定技能外国人の業務と同一

であってはならず、指導業務、管理業務、又は自らの判

断で専門的・技術的業務を行うとともに、通常、特定産

業分野ごとに定められている対象者数以上を指導して

いる必要があり、それらを安定・継続的に行うことが求

められます。 

指導対象者については、原則として、当該外国人と

異なる事業所に出勤している者については、当該対象

者には含まれませんが、特定産業分野の特性に応じて

合理的な事情があると認められる場合は、同一の事業

所に勤務していないとしても、柔軟に取り扱います。    

また、他の２号特定技能外国人に指導を受けている

者については、専門性の異なる２号特定技能外国人が



同一人に対して指導を行う場合や、特定産業分野特有

の事情がある場合等、合理的な理由があると認められ

る場合には、指導対象者に含むこととします。 

そのほか、例えば、申請時点において指導対象者が

採用プロセス中であり確定していないため、指導対象

者が一時的に不在である等、合理的な事情があると認

められる場合は、指導対象者数を満たしていないとし

ても柔軟に取り扱います。 

詳細については、２号特定技能外国人の業務内容に

関する誓約書（参考様式第１－３２号）を御確認くだ

さい。 



２  参考様式第１－

３２号 

  

 

 

 

 

 

 



 

 

  


